
別紙１　参考様式

１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

⑷　鳥獣被害防止対策の取組方針
　国や市等の事業を活用し、侵入防止柵や檻の設置状況、放置果樹や目撃・被害発生場所等を再確認するな
ど、情報の共有を行いながら、集落ぐるみによる被害防止対策の構築に取り組む。

⑴　農地の貸付け等の意向
　貸付け等の意向が確認された農地は、１筆、４１７㎡となっており、農業委員等を通じた情報の共有や農地の流
動化に努める。

⑸　組織づくりに係る取組方針
　課題解決の受け皿となり得る組織をつくり、具体的な話合いで（図面等見ながら）農地の集約化が図られる体制
づくりに努める。

⑴　今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積よりも、７５才以上で後継者未定の農業者の耕作面積の
方が多く、新たな農地の受け手の確保が必要である。
⑵　水路が土側溝であったり、形や日当たり等の条件が悪いほ場は耕作者が見つからない。
⑶　水田の面積に対して水路や畦等を管理する人手が不足しているため、一人当たりの管理範囲が増加してお
り、負担が増している。
⑷　鳥獣被害が多い。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　地区の農地利用は、中心経営体である認定農業者５経営体が担うほか、入作を希望する農業者の受入れを促
進することにより対応していく。

⑵　農地中間管理機構の活用方針
　将来の経営農地の集約化等を念頭に置きながら、機構を通じて中心経営体への貸付けを進めていく。

⑶　基盤整備への取組方針
　各種補助事業を活用し、農地の基盤整備や維持保全等に取組み、農業の生産効率の向上と農地集積・集約化
を図る。
　農道や畦の舗装整備を進めることで草払い作業などの労働力軽減を図る。

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 ３．３ha

（備考）

①地区内の耕地面積 １０６．５ha

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 ７９．７ha

③地区内における７５才以上の農業者の耕作面積の合計 ２０．０ha

薩摩川内市 朝陽地区 令和3年1月19日

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計
１７．６ha

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名（地区内集落名） 作成年月日 直近の更新年月日


